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平成２７年度姫路市財務諸表 

（概要版） 

 

１ 総務省方式改訂モデルに基づく財務諸表について 

現在、地方公共団体の予算・決算は、現金収支に着目した「現金主義・単式簿記」が採

用されています。この制度は、現金の動きが分かりやすい利点がありますが、資産や負債

などのストック情報や行政サービスを提供するために発生したコスト情報が不足している

と言われています。これに対応するため、「発生主義・複式簿記」による企業会計的手法を

導入する動きが広がっており、本市においても、「新地方公会計制度実務研究会報告書

(H19.10.17 公表)」に示された“総務省方式改訂モデル”に基づく財務諸表（貸借対照表、

行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成しています。なお、姫路

市では特別会計、企業会計、一部事務組合、第三セクター等を含めた連結財務諸表も作成

しています。 

 

２ 財務諸表 

 

（１）貸借対照表（バランスシート、Ｂ／Ｓ） 

 

【普通会計 貸借対照表】 

 平成 28年 3月 31日現在 

資産 １兆１，１０６億円 負債 ２，２６８億円 

 

将来の世代に引継ぐ社会資本 

１ 公共資産 １兆２０２億円 

（１）有形固定資産  

① 建物など ６，０７１億円 

② 土地 ４，１１１億円 

（２）売却可能資産 ２０億円 

 

将来の世代の負担となる債務 

１ 地方債 １，９８３億円 

２ 未払金 ０億円 

３ 退職手当引当金 ２６５億円 

４ 賞与引当金 ２０億円 

 

 純資産 ８，８３８億円 

 

債 務 返 済 の 財 源 等 

２ 投資等 ６６３億円 

３ 流動資産 ２４１億円 

 

こ れ ま で の 世 代 の 負 担 

１ 国庫補助金等 １，４２５億円 

２ 一般財源等 ７，３６０億円 

３ 資産評価差額 ５３億円 

 

社会資本の形成における将来世代負担比率（地方債残高÷公共資産残高）は 19.4％とな

っています。都市における平均的な値としては、15％～40％の間とされており、平均的な

水準であるといえます。この割合は低い方が財政的には健全といえますが、世代間負担の

公平を図るためには、過去及び現役世代が過度に負担することも適当ではありません。 
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【有形固定資産の行政目的別割合（普通会計）】 

 

 

上のグラフは、有形固定資産の行政目的別割合を表したものです。「生活インフラ・国土

保全」の割合が最も高く有形固定資産全体の 60.5％を占めています。次いで「教育」の 20.5％

となっており、これまで道路や公園などのインフラ整備、小中学校や社会教育施設などの

整備に重点を置いてきたことが分かります。 

 

 

【連結 貸借対照表】 

平成 28年 3 月 31 日現在 

資産 １兆５，０２８億円 負債 ３，９１４億円 

 

将来の世代に引継ぐ社会資本 

１ 公共資産 １兆３，８２６億円 

 

 

将来の世代の負担となる債務 

１ 地方債      ３，５０３億円 

２ その他        ４１１億円 

 

債 務 返 済 の 財 源 等 

２ 投資等 ７２４億円 

３ 流動資産 ４７８億円 

純資産 １兆１，１１４億円 

こ れ ま で の 世 代 の 負 担 

 

 

普通会計の資産に対する負債・純資産の割合はおおよそ 2：8 ですが、外郭団体まで含め

た姫路市の資産に対する負債・純資産の割合はおおよそ 3：7 です。これは、水道事業や下

水道事業のように将来の使用料収入で資金回収することを前提として地方債を活用する仕

組みになっていることに加え、市債の償還年限が普通会計よりも長いことが要因です。 
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（２）行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、当該年度に行った行政活動のうち、教育や福祉サービスの提供と

いった資産の形成には結びつかない行政サービスに係る経費及び財源を表したものです。 

 

【普通会計 行政コスト計算書】 

自 平成 27 年 4 月 1 日 至 平成 28 年 3 月 31 日 

経常行政コスト １，７１６億円 経常収益 １０８億円 

人にかかるコスト 
人件費等 

 ３３０億円 
物にかかるコスト 
物件費、維持修繕費や減価償却費 

 ５２９億円 

移転支出的なコスト 
社会保障給付や補助金など 

 ８２９億円 
その他のコスト 
公債費（支払利子）など 

 ２８億円 

事業に対する受益者の負担 
使用料、手数料 

 ８８億円 
分担金、負担金、寄附金 

 ２０億円 
 

（純経常行政コスト）  １，６０８億円   

不足する部分は、市税などの一般財源や
国・県の補助金などで賄っている 

 

受益者負担比率（経常収益÷経常行政コスト）は、6.3％となっています。平均的な値は

2％～8％の間といわれており、平均的な水準であるといえます。 

 

【行政コストの性質別経費割合（普通会計）】 

性質別経費内訳では、人にかかるコスト 330 億円、物にかかるコスト 529 億円、移転支

出的なコスト 829 億円、その他のコスト 28 億円となっています。割合は次のグラフのと

おりです。 
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【行政コストの目的別経費割合（普通会計）】 

平成 27 年度の経常行政コストの主な目的別割合は、次のグラフのとおりです。福祉に関

する事業への支出割合が 44.2％と最も大きくなっています。 

 

 

 

 

 

【連結 行政コスト計算書】 

自 平成 27 年 4 月 1 日 至 平成 28 年 3 月 31 日 

経常行政コスト ３，３５０億円 経常収益 １，１８２億円 

人にかかるコスト 
人件費等 

 ３７０億円 
物にかかるコスト 
物件費、維持修繕費や減価償却費 

 ７９４億円 
移転支出的なコスト 
社会保障給付や補助金など 

 ２，０８８億円 
その他のコスト 
公債費（支払利子）など 

 ９８億円 

事業に対する受益者負担 
使用料、手数料 

 ８９億円 
分担金、負担金、寄附金 

 ６８７億円 
保険料・事業収益など 

 ４０６億円 
 

（純経常行政コスト）  ２，１６８億円 
不足する部分は、市税などの一般財源や
国県補助金などで賄っている 

 

外郭団体まで含めた連結ベースで見ると、受益者負担比率（経常収益÷経常行政コスト）

は、35.3％となっています。連結対象となっている事業については、受益者の負担に基づ

く独立採算を原則としている事業が多いことから、普通会計単独よりも、受益者負担比率

が大幅に高くなっています。 
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（３）純資産変動計算書 

税収や国県補助金相当額の減価償却などによる期首から期末への純資産の増減の動きを

表した財務書類です。純資産を構成する一般財源等に加え、国県補助金等についても要因

別の増減を把握することができます。 

 

【普通会計・連結 純資産変動計算書】 

自 平成 27 年 4 月 1 日 至 平成 28 年 3 月 31 日 

(単位：億円) 

区  分 普通会計 連結 

期首純資産残高  ８，７２７  １１，００４ 

純経常行政コスト 

財源調達 

市税 

地方交付税 

補助金等受入 

その他 

資産評価替 

その他純資産増減額 

 △１，６０８ 

  

 ９５８ 

 １５１ 

 ４４４ 

 １５７ 

 ２ 

 ７ 

 △２，１６８ 

  

 ９５８ 

 １５１ 

 ９７０ 

 １５８ 

 ３ 

 ３８ 

純資産増加額  １１１  １１０ 

期末純資産残高  ８，８３８  １１，１１４ 

 

普通会計ベースでは、純経常行政コスト 1,608 億円に対して、地方税などの経常的な一

般財源が 1,266 億円、経常的なコストに対する国県補助金が 444 億円となっており、受益

者負担以外の経常的な財源で行政サービスを賄えていることを表しています。 

連結ベースでは、純経常行政コスト 2,168 億円に対して、各特別会計・外郭団体等の事

業収入も含めた経常的な財源が 2,237 億円と、純経常行政コストの額をカバーしており、

借金（負債）に頼らずに着実に資産形成を進めているといえます。 
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（４）資金収支計算書 

市の歳出をその性質に応じて「経常的支出」、「公共資産整備支出」、「投資・財務的支出」

に区分し、それに対応する財源を収入として表示したものであり、実際のお金の流れを反

映した財務書類です。 

【普通会計 資金収支計算書】 

自 平成 27 年 4 月 1 日 至 平成 28 年 3 月 31 日 

(単位：億円) 

１ 経常的収支の部  ２ 公共資産整備収支の部 

(1) 人件費 

(2) 物件費 

(3) 社会保障給付 

(4) 他会計等への支出 

(5) その他支出 

 ３２９ 

 ２４８ 

 ４９９ 

 １８１ 

 ９５ 

 (1) 公共資産整備支出 

(2) 公共資産整備補助金等

支出 

(3) その他支出 

 ３００ 

 ３８ 

  

 ８ 

支出合計 １，３５２  支出合計  ３４６ 

(1) 地方税 

(2) 地方交付税 

(3) 国県補助金等 

(4) その他収入 

 ９６０ 

 １５１ 

 ３９５ 

 ３４７ 

 (1) 国県補助金等 

(2) 地方債発行額 

(3) その他収入 

 ４９ 

 １１１ 

 ７ 

収入合計 １，８５３  収入合計  １６７ 

経常的収支額 ５０１ 公共資産整備収支額  △１７９ 

   ３ 投資・財務的収支の部 

  (1) 貸付金 

(2) 基金積立額 

(3) 地方債償還額 

(4) その他支出 

 ４５ 

 ４２ 

 ２０８ 

 ９７ 

 支出合計  ３９２ 

  (1) 貸付金回収額 

(2) 地方債発行額 

(3) 公共資産売却収入 

(4) その他収入 

 ４６ 

 ４ 

 ８ 

 ８ 

 

 

当年度歳計現金増減額 △４ 

期首歳計現金残高  ７５  収入合計  ６６ 

期末歳計現金残高  ７１  投資・財務的収支額  △３２６ 

基礎的財政収支 ３０ 

基礎的財政収支（臨時財政対策債を除く） ４６ 

 

基礎的財政収支は、持続可能な財政バランスの実現のための重要な指標とされています。

普通会計の資金収支は期首に比べて 4 億円ほど現金残高が減少しておりますが、地方債の

発行額・償還額及び財政調整基金等積立額を加味した基礎的財政収支が 30 億円の黒字とな

っております。 
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【連結 資金収支計算書】 

自 平成 27 年 4 月 1 日 至 平成 28 年 3 月 31 日 

(単位：億円) 

１ 経常的収支の部  ２ 公共資産整備収支の部 

(1)人件費 

(2)物件費 

(3)社会保障給付 

(4)他会計等への支出 

(5)その他支出 

３７４ 

３７６ 

１，８１０ 

３２５ 

１１１ 

 (1)公共資産整備支出 

(2)公共資産整備補助金等

支出 

(3)その他支出 

 ３６４ 

３８ 

 

１ 

支出合計 ２，９９６  支出合計 ４０３ 

(1)地方税 

(2)地方交付税 

(3)国県補助金等 

(4)その他収入 

９６０ 

１５１ 

９４６ 

１，４８０ 

 (1)国県補助金等 

(2)地方債発行額 

(3)その他収入 

５６ 

１３７ 

１２ 

収入合計 ３，５３７  収入合計 ２０５ 

経常的収支額 ５４１ 公共資産整備収支額 △１９８ 

   ３ 投資・財務的収支の部 

  (1)貸付金 

(2)基金積立額 

(3)地方債償還額 

(4)その他支出 

４５ 

５９ 

３２７ 

４３ 

翌年度繰上充用金増減額 ０ 支出合計 ４７４ 

  (1)貸付金回収額 

(2)地方債発行額 

(3)収益事業純収入 

(4)その他収入 

５６ 

４ 

３２ 

１６ 

 

当年度資金増減額 △２３ 

経費負担割合変更に伴う差額 △１ 

期首資金残高 ４１８  収入合計 １０８ 

期末資金残高 ３９４  投資・財務的収支額 △３６６ 

 

経常的収支の黒字で公共資産整備収支、投資・財務的収支の赤字を賄っていますが、全

体では現金残高は 24 億円の減となっています。これは、特別会計で社会保障給付などの経

常的支出が増加したことなど、連結対象の一部の事業で資金の資金の減少要因があったこ

とによるものです。
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３ 財務諸表から分かる姫路市の財政活動 

①  平成 27年度と平成 26年度の普通会計バランスシート比較 

前年度と比較して次のように増減しました。 

資 産：    95億円の増加 

負 債：    16億円の減少 

純資産：   111億円の増加 

 

（単位：億円） 

区   分 27年度 26年度 増 減 

【資産の部】 １１，１０６ １１，０１１ ９５ 

 １ 公共資産 

(1) 有形固定資産 

建物など 

土地 

(2) 売却可能資産 

２ 投資等 

３ 流動資産 

１０，２０２ 

 

６，０７１ 

４，１１１ 

２０ 

６６３ 

２４１ 

１０，１７７ 

 

６，０７５ 

４，０８２ 

２０ 

５８７ 

２４７ 

２５ 

 

△４ 

２９ 

０ 

７６ 

△６ 

【負債の部】 ２，２６８ ２，２８４ △１６ 

 １ 地方債 

２ 未払金 

３ 退職手当引当金 

４ 賞与引当金 

１，９８３ 

０ 

２６５ 

２０ 

１，９９３ 

０ 

２７５ 

１６ 

△１０ 

０ 

△１０ 

４ 

【純資産の部】 ８，８３８ ８，７２７ １１１ 

 

資産の部では、公共資産のうち、有形固定資産について、建物などへの投資（施設整備）

が、減価償却費の金額を下回ったために 4 億円の減、土地については道路・街路、公園等

で 29億円の増となりました。また、投資等については２１世紀都市創造基金の積立などに

より 76億円の増となり、資産の部全体では 95億円の増となっています。 

負債の部では、繰上償還等により地方債が 10 億円の減、退職手当引当金の 10 億円減な

どにより、全体として 16億円の減となっています。 

その結果、純資産は、111億円の増となり、施設・インフラの整備に対して借金（負債）

に過度に頼らず、堅実な資産形成を行ってきたといえます。 
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②  平成 27年度と平成 26年度の普通会計行政コスト計算書比較 

 

(単位：億円) 

項   目 27年度 26年度 増減 

人にかかるコスト 

人件費や退職手当引当繰入など 
３３０ ３１５ １５ 

物にかかるコスト 

物件費、維持修繕費や減価償却費 
５２９ ５１１ １８ 

移転支出的なコスト 

社会保障給付や補助金など 
８２９ ８１１ １８ 

その他のコスト 

公債費（支払利子）など 
２８ ３４ △６ 

経常行政コスト合計（a） １，７１６ １，６７１ ４５ 

（事業に対する受益者負担）    

使用料、手数料など ８８ ６７ ２１ 

負担金など ２０ ２２ △２ 

経常収益合計（b） １０８ ８９ １９ 

純経常行政コスト（a）－(b) １，６０８ １，５８２ ２６ 

 

全体の 19％程度を占める人にかかるコストは、退職手当引当金繰入の増などにより、前

年度比 15億円の増となりました。 

物にかかるコストについては、物件費の増などにより、前年度比 18億円の増となってい

ます。 

移転支出的なコストについては、認定こども園に対する社会保障給付の増、他会計等へ

の支出額の増などにより、前年度比 18億円の増となり、経常行政コスト全体で 45億円の

増となっています。 

経常収益は、使用料、手数料などの増により全体で 19億円の増、差し引き純経常行政コ

ストは 26億円の増となりました。 

 


